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＝平成２３年度第１回高齢者福祉計画及び介護保険事業計画推進協議会資料＝

平成２３年５月２６日

健康福祉部　長寿支援課・介護保険課
　



（全国厚生労働関係部局長会議資料（平成23年1月21日）より）

介護保険制度の現状と課題

　介護サービスを受ける高齢者数は、2000年の制度創設当初は149万人であったが2009年には384万
人と約2.6倍に増加している。また、昨年厚生労働省が実施した「介護保険制度に関する国民の皆さ
まからのご意見募集」によると、約６割の方が介護保険を「評価する」と回答するなど、介護保険制
度は少子高齢社会の日本において必要不可欠な制度として定着してきている。

　一方で、介護保険制度創設以来１０年が経過し、都市部を中心とする急速な高齢化が進展し、単身
･高齢者のみの世帯が急増するなど介護保険を取り巻く状況は大きく変化してきており、以下のよう
な課題を抱えている。

①地域における介護の課題について

　　多くの高齢者は介護が必要な状態になったとしても、自分が住み慣れた地域で生活を続けたいと
　いう希望を持っているが、医療ニーズの高い者や重度の要介護者を地域で介護しようとする場合、
　単身･高齢者のみ世帯では自宅での生活を諦めざるを得ない状況が見られる。

　　また、今後介護サービス需要が増大する中で、医療ニーズを担う介護人材の確保が大きな課題と
　なってくる。

②介護保険財政の課題について

　　介護費用の増大とともに、介護保険料も上昇を続けており、全国平均の高齢者一人あたりの月額
　保険料は、第４期（平成２１～２３年度）で４１６０円であるのに対し、第５期（平成２４～２６
　年度）には月額５０００円を超える見込みとなっている。

　　さらに、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年には、現在約８兆円の介護費用が１９～２３
　兆円に膨張すると推計されており、高齢者が負担する介護保険料は現在の倍程度からそれ以上にな
　る見込みである。





今回説明する制度改正（案）概要についてのポイント

０－１

項目 参照資料ページ

１医療と介護の連携の強化等

　①医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要
　　介護者等への包括的な支援(地域包括ケア)を推進。

…（本資料）1ページ

　②地域包括ケア実現のために、日常生活圏域ごとに地域二－ズ
　　や課題の把握を踏まえた介護保険事業計画を策定。

…（本資料）2ページ

　③単身・重度の要介護者等に対応できるよう、24時間対応の定
　　期巡回・随時対応サービスや複合型サービスを創設。

…（本資料）3･4ページ

　④保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの総合的な
　　実施を可能とする。

…（本資料）5ページ

　⑤介護療養病床の廃止期限(平成24年3月末)を猶予。(新たな指
　　定は行わない。)

…（本資料）6ページ、（別冊資料2）2～3ページ

４認知症対策の推進

　①市民後見人の育成及び活用など、市町村における高齢者の権
　　利擁護を推進。

　②市町村の介護保険事業計画において地域の実情に応じた認知
　　症支援策を盛り込む。

６保険料の上昇の緩和

　○各都道府県に積み上げられた財政安定化基金を取り崩し、
　　介護保険料の軽減等に活用。

□参酌標準の一部撤廃について …（別冊資料2）10～12ページ

…（本資料）14ページ

…（本資料）17ページ、（別冊資料2）4～9ページ








































